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を提供してきた。そのうちの質問の一つ、「国民生活に関する世論調査」（平成 30 年 2 月実施）で、
社会学者にはよく知られた以下のような質問が使われている 3 ）。
　 　 Q 9 お宅の生活の程度は、世間一般からみて、どうですか。この中から 1 つお答えください。
  （ア） 上
  （イ） 中の上
  （ウ） 中の中
  （エ） 中の下
  （オ） 下
　総務庁のホームページ上では、この 5 つの選択肢が調査対象者に提示され、そしてその回答と









































　これ以降、無効回答の抑制は社会調査の重要課題の一つとなった（Dale 2006; Lessler & 
































































































　ウェブ調査実験は、2019 年 2 月末に行われた。委託先は自社モニターを抱えるウェブ調査会
社で、対比実験用に A・B 二つのフォーマットを用意し、A フォーマットへの回答者数を 300、





れは A・B 両フォーマットで共通である。そして態度に関する項目が、A フォーマットでは外国
について（8）、愛国心（7）、現在の世相（11）、家族および性役割分業（7）、階層意識もしくは
生活の程度（5）で合計 38 項目となっている。B フォーマットでは、外国について（4）、愛国心
（7）、現在の世相（2）、家族および性役割分業（7）、階層意識もしくは生活の程度（5）で合計






よび性役割に関する質問では他の社会調査を参考に 6 項目を、階層意識に関する項目は SSM 調
査の階層意識調査項目とオリジナルの項目を 3 項目、A・B フォーマットともに追加してある。
　本稿で取り上げたいのは、この態度に関する項目のうち、愛国心に関する 7 項目、家族および
性役割分業に関する 6 項目、そして階層意識に関する 4 項目である 4 ）。これら 17 項目は A フォ








未婚者率 24.7％、高等教育（専門学校を含む）進学者率 70.6％、就労率 65.3％、平均年齢 56.2 歳
となり、B フォーマットでは女性割合 38.7％、未婚者率 24.0％、高等教育進学者率 72.3％、就労
率 67.3％、平均年齢 55.8 歳となった。つまり二つのフォーマットの回答者の属性については有意
な差が存在しない。世帯所得については A フォーマットの平均が 620 万円で B フォーマットの
平均が 641 万円と、多少の差がみられるが、これは外れ値の影響、つまり世帯所得を 2000 万円

















係数 標準偏差 t p
未婚者＊ 1 1.644　 0.428　 3.84　 0.000 †
女性＊ 1 0.662　 0.369　 1.79　 0.074　
就労者＊ 1 –0.478　 0.414　 –1.15　 0.249　
学歴＊ 2 –0.592　 0.387　 –1.53　 0.127　
年齢 –0.046　 0.019　 –2.37　 0.019 †
平均回答時間＊ 3 –0.105　 0.098　 –1.07　 0.288　





＊  1 ダミー変数
＊  2 ダミー変数、高卒以下を 0 、専門学校・短大以上を 1
＊  3 各態度項目の回答時間（秒）の平均値













図 1：平均回答時間（横軸）と DK 選択率（縦軸）











有効回答者 無効回答者 f  p
愛国心は強いほうか 7.08　 7.26　 0.12　 0.732　
伝統や慣習が軽視されすぎ 12.20　 10.68　 3.01　 0.084　
国を愛する気持ちを育てる必要がある 7.02　 7.14　 0.07　 0.785　
国に愛着を持つのは自然なこと 6.14　 5.27　 6.72　 0.010 †
オリンピックで日本を応援するのは当然 6.90　 6.70　 0.20　 0.655　
学校で国旗掲揚・国歌斉唱は当然 6.79　 6.16　 2.11　 0.147　
小中学校で愛国教育が必要 6.32　 5.80　 1.96　 0.162　
家族は誰にとっても大事なもの 7.45　 7.62　 0.07　 0.789　
一生独身でも幸せに生きられる 6.73　 7.04　 0.48　 0.490　
既婚女性は家事と育児に専念すべき 6.45　 6.60　 0.11　 0.737　
既婚男性は定職について家族を養う 7.34　 6.26　 2.83　 0.094　
女性の目標は家庭を築くこと 6.69　 6.41　 0.32　 0.572　
男性の目標は仕事で成功すること 6.31　 5.85　 0.98　 0.324　
階層意識（内閣府形式） 6.61　 5.83　 1.07　 0.302　
階層意識（SSM 形式） 11.70　 10.98　 0.39　 0.535　
主観的生活水準 7.16　 6.92　 0.10　 0.750　













































































１）本研究は JSPS 科研費 18H00940 の助成を受けて行われた。
２）内閣府世論調査については、現在、インターネット上での公表が原則となっている。引用の 31 年度 2 月
実施の「社会意識に関する世論調査」の記載ページは、https://survey.gov-online.go.jp/h30/h30-shakai/index.
html　にある。







有効回答者 DK 回答者 f  p
愛国心は強いほうか 56.0　 54.6　 0.46　 0.496　
伝統や慣習が軽視されすぎ 56.9　 50.1　 15.06　 0.000 †
国を愛する気持ちを育てる必要がある 56.9　 51.0　 12.67　 0.000 †
国に愛着を持つのは自然なこと 56.7　 49.2　 15.09　 0.000 †
オリンピックで日本を応援するのは当然 56.6　 51.2　 8.45　 0.004 †
学校で国旗掲揚・国歌斉唱は当然 56.9　 51.3　 12.47　 0.000 †
小中学校で愛国教育が必要 56.7　 52.1　 8.28　 0.004 †
† α＜ 0.05
表 3：愛国心測定項目での DK 回答者・有効回答者の平均年齢（分散分析）











　　　　Q 6 – 1「今の日本では伝統や慣習が軽視されすぎている」
　　　　Q 6 – 2「国を愛する気持ちをもっと育てる必要がある」
　　　　Q 6 – 3「日本という国に愛着を持つのは自然なことだ」
　　　　Q 6 – 4「オリンピックや国際スポーツ大会で日本を応援するのは当然だ」
　　　　Q 6 – 5「小中学校で国旗掲揚や国歌斉唱を行うのは当然だ」
　　　　Q 6 – 6「小中学校でもっと愛国心を育てる教育が必要だ」
　　（家族および性役割分業項目）
　　　　家族についてよく言われる、次のような意見について、あなたはどのように思いますか
　　　　Q 9 – 1「家族は誰にとっても必要なものだ」
　　　　Q 9 – 2「一生独身でも幸せな人生を送れる」
　　　　Q 9 – 3「女性は結婚したら仕事をやめて家事と育児に力を入れるべきだ」
　　　　Q 9 – 4「男性は結婚したら定職について家族を養わなければならない」
　　　　Q 9 – 5「女性にとって人生の目標は結婚して家庭を築くことにある」















が極端に長くなることがある。実際、本実験ではほとんどの質問への回答時間が 6 秒から 12 秒ほどで収
まっているが、まれに 1000 秒を超えるような回答時間が現れている。こうしたデータ特性への対応とし
て外れ値（outlier）の処理が必要になるが、これほど極端な値が出てくると平均値を用いて外れ値を特
定するのは不適切となる。そこで本稿では平均値ではなく中央値に着目し、median absolute deviation test 
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　The effect of giving “don＇t know” option in Web survey is examined in this paper. Web survey, due to its 
technical property, does not accept “don＇t know” response, unless researcher sets an overt DK --- i.e., “don＇t 
know” --- option for each item. This will be a very embarrassing situation for those who really don＇t know 
what they are asked. Giving the DK option, accordingly, will contribute to the improvement of data-quality 
through excluding invalid answers mingled with other convincing responses, on the one hand. This 
treatment, on the other hand, has a potential risk to deteriorate data-quality, for it might invite satisficing 
behavior among respondents. Our web-survey experiment, however, supports neither hypotheses; giving 
the DK option does not enhance data-quality, nor induce satisficing. The effect of the DK option is rather 
minimal, and no conspicuous change in distribution is observed. 
Keywords: Web survey, item nonresponse, measurement error, satisficing.

